
            

調査報告書 25－09   

 

 

 

 

リモートワーク普及の大都市生産性への影響の比較 

The Impact of Remote Work on Productivity in Major Japanese Cities 

 

 

 

 

 

 

令和 8（2026）年 3 月 

 

公益財団法人 アジア成長研究所 

 





リモートワーク普及の大都市生産性への影響の比較 
The Impact of Remote Work on Productivity in Major Japanese Cities 

アジア成長研究所理事長 八田 達夫 

Asian Growth Institute (AGI), Chair of Executive Board HATTA Tatsuo 

富山大学経済学部教授 唐渡 広志 

University of Toyama, School of Economics, Professor KARATO Koji 

要旨 
本論文は，コロナ禍前後のデータを用いて，リモートワークの普及が日本の主要都市における集積

の利益と生産性に与えた影響を分析する。対象は札幌，仙台，東京，名古屋，大阪，福岡の 6 都市で

ある。 
リモートワークにより物理的近接の重要性が低下し，巨大都市から地方都市，都市中心部から周辺

部への労働力移動が生じた。本稿では，集積の利益がオフィス賃料に反映されることを利用し，ヘド

ニック法を用いて企業の空間需要と生産性の関係を分析した。 
その結果，仙台を除く全都市で生産性の上昇が確認され，特に札幌と福岡での伸びが顕著であっ

た。さらに，仙台で生産性が伸びなかった原因を分析した。 
 

キーワード：オフィス賃料，集積の利益，コロナ禍後，局地的集積度，都市圏集積度，リモートワー

ク，在宅勤務 
 

Abstract 
This paper analyzes how the spread of remote work before and after the COVID-19 pandemic affected 

agglomeration economies and productivity in Japan’s major cities: Sapporo, Sendai, Tokyo, Nagoya, Osaka, and 
Fukuoka. 

The expansion of remote work reduced the importance of physical proximity, leading to labor shifts from 
large metropolitan centers to regional cities and from city centers to surrounding areas. Assuming that 
agglomeration benefits are capitalized into office rents, we employ a hedonic model to examine the relationship 
between firms’ spatial demand and productivity. 

The results show that productivity increased in all cities except Sendai, with particularly notable growth in 
Sapporo and Fukuoka. Furthermore, in the post-pandemic period, the local effects of agglomeration on 
productivity became significantly stronger. 

 
Keywords: office rents, agglomeration economies, post-COVID era, local agglomeration, metropolitan 

agglomeration, remote work, work from home 
 



 2

1．はじめに 

本論文の目的は，コロナ禍の前後を含む期間のデータを利用して，リモートワークが日本の

大都市の集積の利益に対してどのような影響を与えているのかを考察することである。具体的

には，札幌，仙台，東京，名古屋，大阪，および福岡を対象として，コロナ禍の前後において

生産性の変化が生じていたかどうかについて実証分析を行う。 
リモートワークの普及前は，企業の従業員が都心のオフィスへ通勤して対面コミュニケーシ

ョン（face-to-face communication）を活用することで生じる，時間の節約，イノベーションの促

進，知識の共有といった集積の利益を，都市の企業は享受してきた。しかし，オンラインツー

ルの普及後は，さまざまな業種や職種で，対面コミュニケーションのためにわざわざ都心へ通

勤する必要性は薄れつつある。 
その結果として 2 つのことが起きた。 
第 1 は，三大巨大都市圏（東京・大阪・名古屋）から地方への労働力の移動である。例えば，

顧客との対面コミュニケーションが必要なために東京に拠点を構えていた IT ベンチャー企業も，

リモートワークの導入によって，地方に拠点を移しても，顧客とのコミュニケーションの質を

大きく損なわずに済む。また，地方の支社職員や顧客との対話が生産性向上に寄与する場合，

リモートワークにより，地方支店から本社職員との会議に参加しやすくなる。その結果，従業

員が地方支店へ異動し，最終的に地方に移住するケースも考えられる。 
第 2 は，都市中心部から周辺部への労働力の移動である。都心に拠点を置いていたベンチャー

企業は，郊外に移転してもリモートで顧客と円滑にコミュニケーションを取ることができる。

また，都心のオフィスに勤務している従業員も，郊外に在住する同僚とリモートで協力しなが

ら業務を遂行できるようになる。この変化により，労働力が都心から郊外へとシフトしている。 
このようにリモートワークによって，人々は，より広範囲の地域にいながら働けるようにな

ったことで，経済活動の分散が促進され，労働力は，都市中心部から，地方，あるいは都市周

辺部に移動した。これは，リモートワークが各地における集積の利益に影響を及ぼしたことを

反映している。すなわち，リモートワークは，①都市間においては，巨大都市に比べて地方都

市の生産性を高め，②都市圏内においては，都心に比べて都市周辺部の生産性を高める効果を

持っている。さらに，これらの生産性の向上はその地点でのオフィス賃料の向上に反映される。 
本論文では，オフィス賃料に関するヘドニック・アプローチを活用して，集積の利益の対価

を把握する手法を利用する（八田・唐渡，1999；唐渡，2000；八田・唐渡，2001；唐渡，

2002；上田・唐渡・八田，2006）1。 
実証分析を行う上で，次の理論的な仮説を想定する。集積の利益が存在するとき，集積が大

きくなるほど企業の実効労働力が向上し，企業の生産性が高まる。つまり，より大きな集積の

利益を享受できる地点は，そうでない地点に比べて空間に対する需要が高いといえる。そして，

個々の地点のオフィス床面積に対する需要の増大は，その対価である不動産価格やオフィス賃

料に反映される。個々の地点におけるオフィス床面積の採算に乗る供給量には一定の制約があ

るため，市場経済において実際にその床面積を占有できるのは，価格や賃料に対して最も高い

 
1 さまざまな事業所の生産活動の集計である都市レベルの労働力と生産量（や付加価値）との技術的

対応関係における規模に関する収穫逓増に注目するアプローチがある（Nakamura, 1985；Tabuchi, 
1986；Kanemoto, Ohkawara and Suzuki, 1996；吉田・植田，1999）。 
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値付けをおこなった企業だけである。つまりその価格や賃料の水準は，企業の生産性と表裏一

体の関係であると言える。したがって，労働とオフィス床面積を生産要素とする生産関数のも

とでの集積の利益と，不動産価格や建物賃料との関係は，企業の生産性を明示していると考え

られる。 
本論文では，次の実証結果を得た。すなわち，各都市圏の生産性は向上したが，向上は特に

札幌都市圏と福岡都市圏で顕著であった。巨大都市圏の生産性の伸びより，大幅に大きな伸び

を示している。一方，仙台の生産性は伸びてはいるが，その伸びは小さく，巨大都市圏の平均

的な生産性の伸びすら下回っている。 
本論文の構成は次のとおりである。第 2 節において集積の利益を測定するためのモデルの骨格

を提示する。第 3 節ではリモートワークの普及による都市圏間の生産性の変化を実証結果に基づ

いて比較する。具体的には，コロナ禍を経て，リモートワークが普及したことが，東京・大

阪・名古屋の三大巨大都市圏であるに比べて，札幌，仙台，福岡などの地方大都市圏の生産性

をどう変化させたかを分析する。 
なお，リモートワークと都市集積に関する先行研究は，リモートワークが引き起こした都市

圏内における都心と都市周辺部の生産性の伸びの違いに関するものが圧倒的に多い。この分野

への本研究の拡張は、八田・唐戸（2025）で行った。 

2．モデル 

本稿では様々な分析モデルを用いるが，第 2 節ではそれら全てのモデルの根幹となるモデルを

構築する。 

2.1 企業の生産関数とオフィス賃料関数 
 
個々の企業の生産性が，その立地点における集積度に影響を受けるような企業の生産活動を

考える。 
本稿における大都市圏の定義は，総務省（2020）の「大都市圏・都市圏を構成する市区町村

分類」によっている。すなわち、一つの都市圏は、中心都市と周辺部の市町村からなっている。

例えば、札幌大都市圏は中心市が札幌市であり，周辺部に 11 の市町村が含まれる。以下では、

札幌都市圏を、簡単化のために、その中心都市の名称である「札幌市」と呼び、行政区として

の札幌を呼ぶときには、「中心都市」としての札幌市という。他の都市圏もこれに従う2。巨大

都市圏のことも、以下では誤解が生じない限り、単に巨大都市と呼ぶ。 

 
2 仙台大都市圏は中心市が仙台市であり，周辺部に 30 の市町村が含まれる。東京都市圏は中心市とし

てさいたま市，千葉市，東京都区部，横浜市，川崎市，および相模原市が含まれるが，ここでは東京

都区部を中心都市とし，周辺部に 197 市町村が含まれるものとした。名古屋都市圏は中心市が名古屋

市であり，周辺部に 86 の市町村が含まれる。大阪都市圏は中心市として京都市，大阪市，堺市，お

よび神戸市が含まれるが，ここでは大阪市を中心都市とし，周辺部に 131 市町村が含まれるものとし

た。北九州・福岡都市圏は中心市として北九州市と福岡市が含まれるが，ここでは福岡市を中心都市

とし，周辺部に 63 市町村が含まれるものとした。 
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従って、以下で、都市□は、中心都市が□である都市圏のことを意味する。すなわち、都市圏□
の簡略的名称である。雇用量が□である企業が，都市□に立地した場合の実効労働力 □は 

□ ≡ □□□  (1) 
で与えられる。ただし，都市□の業務地区にオフィスを立地する各企業にとって，□□ は外部的な

規模の経済を表すパラメータであるとする。これを，都市□ における労働の効率性係数と呼ぶ。 
各企業は，オフィス業務における生産活動に関して，オフィススペース□ と実効労働力□ をイ

ンプットとする次のような生産関数を持っていると想定する。 
□ = □(□,□)  (2) 

ここで □はこの企業の生産量である。さらに生産関数は各投入について微分可能な凹関数であり，

生産技術は □, □に関して 1 次同次であると仮定する。 
上述のように企業の生産性は立地点ごとに異なる。したがって地区□ における変数 □, □,□の関

係は，(2)式に(1)を代入することによって，次のように書ける。 
□ = □□□, □□□□  (3) 

いま，この企業がオフィス賃料□□および賃金率□ に直面しており，次の費用最小化行動によっ

て生産量 1 単位に対する□,□を決定するとする。 

□min□,□  □□□ + □□
s.t.  □(□, □□□) = 1  (4) 

この問題の値関数（間接目標関数）を  □□□□ ,□, □□□  とし，単位費用関数と呼ぶ。これは， 
□□ ,□, □□ に直面している企業が一単位生産するのに必要な最小の費用を示しており，この問題の

背後で□と□は最適に選択されている。 
また，市場が競争的であるとすると，自由参入の結果として達成される企業の利潤はどこに

立地してもゼロになる。したがって単位費用関数の値は，財価格に等しくなければならない。

ここで生産財の価格を 1 とすると，都市□の賃料□□は 
1 = □(□□ ,□, □□)  (5) 

を満たすように動かなければならない。つまり，賃金率□と効率性係数 □□が与えられたとき，

等式を満たすためには，□□ が調整される必要がある。これを□□について解くと，次を得る。 
□□ = □□□, □□□  (6) 

2.2 効率性係数関数と就業者密度 
 
企業間の取引，情報交換，およびサービス供給などは，労働者の対面コミュニケーションに

よって実現する。企業の集積は，これら対面コミュニケーションに費やす移動時間の節約を可

能にする。つまり，企業が立地する地点の従業者密度が高いほど，さらに都市圏の規模（都市

圏従業者数）が大きいほど，多くの対面コミュニケーションが可能になる。したがって，立地

する都市圏規模が生産性に与える効果も考慮に入れる必要がある。 
このため，都市□ の効率性係数 □□は次の関数で決められるものとしよう。 

□□ = □□□□□  (7) 
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ここで，□□は，都市□ の都心の業務地区に立地する企業の従業者密度を表し，都市□の局地的集積

度指数，あるいは単に，都市□の従業者密度と呼ぶ3。 従業者数密度□□に関して正の外部経済が存

在するので，ある立地点□□において □□□□□□□□□ > 0 である。 つまり地点□において従業者密度が増加

すると，実効労働力□□□□□□が上昇する。 
一方，(7)式を(6)式に代入すると， 

□□ = □ □□, □□□□□□  (8) 

が得られる。ただし本稿での分析では賃金率□は固定であるので，明示的に書かないことにす

る。 
よって，効率性指標関数 □□□□□ を代入すれば，賃料□□は次のように従業者密度□□の関数によっ

て表すことができる。 
□□ ≡ □(□□)  (9) 

2.3 モデルの特定化 
 
実証分析においては，生産関数を特定化して，(6)式を推定する。まず，都市 □における代表的

企業の生産関数を，分析の簡単化のために 
□ = □□□{□(□□)□}□□□  (10) 

のコブ・ダグラス型に特定化する。また，効率性指標関数 □□□□□ は 

□□□□□ ≡ exp□□□ln □□□  (11) 
とする。ここで□□は集積度に関連するパラメータである。ここで節 II.2 の手順に従いオフィス賃

料関数を求め，両辺の対数を取ると，次の両対数形オフィス賃料関数が得られる。 
ln □(□□) = □□ + □□ln □□  (12) 

ただし 

□□ = ln □□□□□ □1 − □□ □
□□□□ □ ,   □□ = 1 − □□ □□  (13) 

である。 
本稿のオフィス賃料関数推定における基本式は(12)である。 

2.4 都市特性 
 
ところで効率性係数□□は都市ごとに異なることが一般的である。各都市の集積度だけではなく，

都市規模も異なり，また他の巨大都市からの時間距離も経済距離も異なるため，効率性を(11)式
だけで表すわけにはいかない。必要に応じて，都市や時点の特性を表す変数を加えて測定する。 
□□以外に，都市□の賃料（生産性）に影響を及ぼすと考えられる効率性指標関数の変数□□を考

慮に入れる場合，効率性指標関数は□□□□ ,□□□と表現できる。 

実証分析において，例えば効率性指標関数 □□□□ ,□□□ を 

□□□□ ,□□□ ≡ exp□□□ln □□ + □□□□□  (14) 

 
3 第 4 節では，都市圏全体の集積度を表す都市集積度指数□□も導入するので，□□に「局地的」という

修飾語は必要であるが，第 3 節では，□□を用いないので，□□をこの修飾語無しに呼ぶことができる。 
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と特定するとしよう。ここで，□□,□□はパラメータである。この場合，賃料関数(12)は次のよう

に変形される。 
ln □□ = □□ + □□ln □□ + □□□□  (15) 

2.5 パネルモデル 
 
リモートワークが普及したために，いわゆる札仙広福（札幌・仙台・広島・福岡）の生産性

は，三大巨大都市圏である東京・大阪・名古屋のそれに比べて向上したはずである。 都市間移

動に関する本稿の分析は，この生産性の相対的変化を測定する。ただし，広島のデータが得ら

れなかったので，札幌（□ = 1），仙台（□ = 2），福岡（□ = 3），大阪（□ = 4），名古屋（□ =
5），東京（□ = 6）の 6 都市圏を分析対象とする。さらにコロナ禍前の 2018 年，2019 年および

コロナ禍後の 2023 年，2024 年のデータを用いてパネル分析を行う。 
まず主な分析のための準備として，次の前提を置いて単純化する。 

前提 1：各都市の賃料関数(15)のパラメータは都市間でも，異時点間でも変化しない。した

がって集積の利益がオフィス賃料に与える影響が，都市ごと時点ごとに異なるのは，変数□□と□□が異なることによる。 

この場合，(15)に対応する式は次のようになる。 
log □□□ = □□ + □□log □□□ + □□□□□ + □□□  (16) 

ただし，□□□は誤差項であり，□ = 1,⋯ , 6，また，□ = 2018,  2019,  2023,  2024とする。 

2.6 都市ダミー 
 
□□□が観測できない場合には，都市□で 1 となり他の都市では 0 となるダミー変数を導入して次

を推定できる。 
log □□□ = □□ + □□log □□□ + □□□□1□ + □□□2□ + □□□3□ + □□□4□ + □□□5□□ + □□□  (17) 

ここで，□1□ ,□2□ ,⋯ ,□5□は，それぞれ東京を参照基準とする札幌，仙台，福岡，大阪，名古屋の

都市のダミー変数である。さらに□□は 

□□□ = □1 if □ = □0 if □ ≠ □  (18) 

である。例えば□ = 3であれば □3□ = 1 であり，□ ≠ 3 であれば □3□ = 0である。東京を参照基準

としているため(17)式に □6□ は含まれない。 

3．リモートワークによる地方大都市の生産性の向上 

第 3 節では，コロナ禍を経て，リモートワークが普及したことが，三大巨大都市である東京，

大阪，名古屋に比べて，地方大都市である札幌，仙台，福岡の生産性をどう変化させたかを分

析する。 

3.1 リモートワークによる生産性向上 
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前提 1 では，各都市の生産性は観察時点によらず不変であると想定したが，コロナ禍を経た生

産性の変化を分析するためには，前提 1 を次に替える必要がある。 

前提 2：各都市の賃料関数(15)のパラメータは，コロナ禍前とコロナ禍後で異なる。 

この前提の下で分析するためには，(17)式の都市ダミー変数 □1□ ,⋯ ,□5□  をコロナ禍前（I）と

コロナ禍後（II）に分ける必要がある。このため□□□の代わりに，□□□□ と□□□□□とを導入する。ただ

し 

□2018,  2019 ∈ I2023,  2024 ∈ II  (19) 

である。すなわち □□□□ と □□□□□ は，次で定義される。 

□□□□ = □1 if □ ∈ I で □ = □0 if □ ∈ I で □ ≠ □ ,  □□□□□ = □1 if □ ∈ II で □ = □0 if □ ∈ II で □ ≠ □  (20) 

さらに，本稿の分析の対象が，コロナ禍前後の，札幌，仙台，福岡の生産性の変化にあり，他

の大都市圏の生産性の変化は分析の対象でないので，次の前提も置く。 

前提 3：集積の利益がオフィスの生産性に与える影響は都市ごとに異なる。また，コロナ禍

に伴うリモートワークの普及による変化についても，東京，大阪，名古屋の大都市圏では

共通しているが，札幌，仙台，福岡のような地方大都市では都市ごとに異なる。 

この前提の下で分析するためには，オフィス賃料関数(17) にコロナ禍後大都市圏ダミー変数

□□□をさらに追加する必要がある。□□□は，大都市圏（Greater Metropolitan Area）にある東京・名

古屋・大阪に共通のダミー変数であり，コロナ禍前に 0 の値を取り，コロナ禍後に 1 の値を取る。 
この変数を加えると，(17)は次のように書き直せる。これを「基本モデル」と呼ぶ。 

log □□□ = □□ + □□log □□□ + □□□□□□□+□□□□1□□ + □□□□□1□□□+□□□□2□□□ + □□□□□2□□□+□□□□3□□ + □□□□□3□□□ + □□□
  (21) 

さらに，(21)式に，都市□の観察年□における一期前のオフィス空室率□□,□□□を変数として加えた次

式も推定する。これを「空室率モデル」と呼ぶ。 
log □□□ = □□ + □□log □□□ + □□□□□□□ + □□□,□□□+□□□□1□□ + □□□□□1□□□+□□□□2□□□ + □□□□□2□□□+□□□□3□□ + □□□□□3□□□ + □□□

  (22) 

3.2 データ 
 
本小節では，第 3 節だけでなく第 4 節で用いるデータも一括して説明する。 

（1）オフィス市場 
オフィス市場に関連する時系列データは，札幌，仙台，東京，名古屋，大阪，福岡の 6 都市に

ついて月次で集計されたものであり，観察期間は 2000 年 4 月から 2024 年 12 月である（三幸エ

ステート株式会社，2025）。なお，東京については，23区に加えて，都心 3区（千代田区，中央
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区，港区）と都心 5 区（千代田区，中央区，港区，新宿区，渋谷区）のデータも含まれている。

これらのデータは，賃料，預託金，空き面積，および空室率に関する各都市の平均値である。 

図 1 6 都市の対数オフィス賃料（各パネル左）と空室率（各パネル右） 

パネル(1):  
札幌 

パネル(2):  
仙台 

パネル(3):  
東京 23 区 

パネル(4):  
名古屋 

パネル(5):  
大阪 

パネル(6):  
福岡 

（出所）三幸エステート株式会社（2025）より筆者作成。 

図 1 は，年次別に集計し直した 2000～2024 年までの 6 都市のオフィス賃料と空室率の推移を

示している。オフィス賃料は，2000 年代の初頭から 2005 年ごろまでは下落傾向があり，その後

に若干の上昇が見て取れる。世界金融危機によって再び下落したが，2013～2017 年の期間にか

けて再び大きく上昇している傾向がある。しかし，パンデミックが始まった 2020 年以降も上昇

が続いている点は注意すべき点である。 
空室率は，オフィス賃料の変動を説明する先行指標と考えることもできる4。6都市の変動の転

換点が大変似ている点も特徴である。世界金融危機の時点からコロナ禍直前までの期間におい

て空室率は大きく下落しており，この結果はオフィス賃料の上昇に反映されているものと考え

られる。また，2020 年以降，リモートワークの普及によりオフィス床面積需要が減少したこと

で空室率は上昇に転じている。ただし，大阪では空室率の上昇がみられない。 

表 1 オフィス賃料と空室率の変動（単位：％） 
 

札幌 仙台 東京 名古屋 大阪 福岡 

オフィス賃料の変動 (%) 2016〜2020 24.2 11.4 29.8 17.4 15.8 12.3 

2020〜2024 15.4 11.9 4.9 15.2 26.8 5.3 

空室率の変動 (pp) 2016〜2020 −2.9 −3.8 −2.1 −4.6 −2.8 −4.7 

2020〜2024 2.3 1.6 3.1 1.4 0.0 1.5 
（出所）筆者作成。 

 
表 1 は，オフィス賃料の変動（%）と空室率の変動（percent point：pp）を 6 都市ごとにまとめ

たものを示している。ただし，これらの変動は 2 つの期間（2016～2020 年までと 2020～2024 年

まで）に分けて計算している。どの都市のオフィス賃料も 2016～2020 年までの期間において上

昇しており，2020～2024 年までの期間においても，その傾向は続いていることがわかる。ただ

し，2 つの期間を比較したときの変動幅は，札幌・東京・名古屋・福岡では縮小しているのに対

して，仙台と大阪では拡大している。空室率の変動は，すべての都市において，2016～2020 年

までの期間において下落しているのに対して，2020～2024 年までの期間では上昇している。

 
4 たとえば，Wheaton and Torto（1988），Zhou（2008），Black et al.（2021）などの研究で示されたオ

フィス賃料の動学的過程は，空室率と賃料の間の逆相関関係で説明される。 
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2020～2024 年までの期間において空室率が上昇しているにもかかわらず，オフィス賃料は上昇

傾向を維持しており，通常の賃料調整過程で知られている動きとは異なっている。コロナ禍あ

るいはコロナ禍後の期間におけるこれら大都市では，空室が増えているにもかかわらずオフィ

ス賃料は下落していない。 

（2）従業者数 
集積度を指標化するために，本論文では，総務省の「事業所・企業統計調査」（1999，2001，

2004，2006）および「経済センサス」（2009，2012，2016，2021）における民営の事業所数と

従業者数を用いる。事業所数と従業者数をオフィス賃料データの観察時点に対応させるために

2000～2024 年までの年次別データとして推計する。観察されていない時点のデータは，

Dougherty, Edelman and Hyman（1989）の方法を用いて前後の値による平滑化を行い補間する。

また，2022～2024 年の最終値データは存在しないので，総務省「労働力調査」（総務省，2022，
2023，2024）における就業者数の変化率を利用して推計する。 

図 2 年次平均のオフィス賃料と空室率 

パネル(1):  
札幌市 

パネル(2):  
仙台市 

パネル(3):  
東京 23 区 

パネル(4):  
名古屋市 

パネル(5):  
大阪市 

パネル(6):  
福岡市 

（出所）総務省「事業所・企業統計調査」（1999，2001，2004，2006）「経済センサス」（2009，2012，2016，
2021）より作成 

図 2 は，それぞれの都市の大都市圏の従業者数の推移を示しており，大都市圏を構成する周辺

部と中心都市の値を積み重ねている。2011 年以降，日本の総人口が減少している中で，これら

の大都市圏では雇用が維持または増加している傾向がある。図 2 における中心都市の従業者数の

密度を示すものが，推定式の□□である。 

3.3 分析結果 
 

（1）基本モデル 
基本モデルによる回帰分析の結果は表 2 の通りである。 
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表 2 基本モデルと空室率モデルの推定結果 
 

記号 A. 基本モデル B. 空室率モデル 

推定値 標準誤差 P 値 推定値 標準誤差 P 値 

都市集積度指数 log □ 0.336*** 0.075 <0.001 0.271** 0.075 0.003 

札幌前ダミー D1□ 0.503* 0.204 0.026 0.351 0.200 0.102 

仙台前ダミー □2□ 0.642** 0.208 0.008 0.692** 0.191 0.003 

福岡前ダミー □3□ 0.305* 0.131 0.034 0.164 0.138 0.256 

札幌後ダミー □1□□ 0.766** 0.202 0.002 0.518* 0.221 0.034 

仙台後ダミー □2□□ 0.767** 0.208 0.002 0.683** 0.194 0.003 

福岡後ダミー □3□□ 0.588*** 0.129 <0.001 0.540*** 0.120 <0.001 

巨大都市後ダミー □□□ 0.171* 0.070 0.027 0.227** 0.069 0.005 

前年空室率 □ 
   

－0.067+ 0.033 0.063 

定数項 □ 5.178*** 0.678 <0.001 6.033*** 0.748 <0.001 

サンプルサイズ □ 24 
  

24 
  

二乗平均平方根誤差 RMSE 0.095 
  

0.084 
  

決定係数 □□ 0.794 
  

0.841 
  

自由度調整済み決定係数 Adj. □□ 0.685 
  

0.738 
  

赤池情報量基準 AIC －24.760 
  

－28.902 
  

（注）有意水準は次のとおり。*** < 0.001，** < 0.01，* < 0.05，+ < 0.1 
（出所）筆者作成。 

 
このモデルでは，全ての変数に関して P 値は 5％水準で有意である。 
札幌コロナ禍前ダミーなど，各都市の生産性がコロナ後にどう変化したかを見るには，コロ

ナ後のダミー変数の係数値からコロナ前のダミー変数の係数値を引けばいい。例えば札幌市の

場合，コロナ禍後は 0.766であり，コロナ禍前は 0.503であるから，その差の 0.263の改善を示し

ている。他の都市についても同様である。巨大都市5については，ダミー変数□□の係数は0.171で
あるから，これはコロナによってコロナ禍後に生産性が 0.17 上昇したことを示している。 

表 3 基本モデルの都市ダミー変数の係数を抜き出したもの 

 Ⅰ. コロナ禍前（2018–19） Ⅱ. コロナ禍後（2023–24） 変化（□□ − □） 

札幌 0.503 0.766 0.263 
仙台 0.642 0.767 0.125 
福岡 0.305 0.588 0.283 
巨大都市  0.171 0.171 

（出所）筆者作成。 

 

 
5 ここでの巨大都市ダミーは，東京 23 区・大阪市・名古屋市を指す。 
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さらに表 3 は，コロナ前後の各都市の生産性の変化を一覧表にして示している。この表から明

らかなように，各都市の生産性は向上したが，向上は特に札幌と福岡で顕著であった。この 2 都

市の生産性は，巨大都市の生産性の伸びより，大きく伸びている。一方，仙台の生産性は伸び

てはいるものの，その伸びは小さく，巨大都市の生産性の伸びすら下回っている。 
札幌と福岡の大幅な生産性の伸びは，リモートワークの普及と整合的である。 
そもそも，札幌や福岡などの地方大都市で事業活動をするためには，それぞれの地方の支社

職員や顧客と接触が必要であるにもかかわらず，担当の仕事によっては，本社職員との頻繁な

会議にも出席しなければならない。しかし本社との行き来の費用が高すぎるがために，基本的

には巨大都市に留まって，時々地方に出張していた従業員がいたと考えられる。それが，本社

職員との会議の多くをリモートワークでできるようになると，彼らが地方支店に異動・移住し

ても，以前のように東京の会議に物理的に出席する必要は無くなった。このことは，地方大都

市の集積度を上げ，その生産性を向上させたと考えられる。 
それにもかかわらず，仙台の生産性の伸びが極めて低いことは，本分析の発見である。その

理由は今後解析されるべきであるが，現段階でその理由として次が考えられる。 
第 1 に，仙台は新幹線で東京まで 2 時間以内と極めて近いために，東京本社との行き来の費用

が札幌や福岡と比べて低い。したがってリモートワークの普及前にも，仙台支社への異動者が

多かったり，東京本社の職員の出張回数が多かったりしたため，仙台の生産性は元々高かった

と考えられる6。 
このため，リモートワークが普及した後も，東京から仙台への異動が増えなかった可能性が

ある。これがリモートワーク普及後に，仙台の生産性の伸びが低く，札幌の急進を実現した原

因であろう。 
第 2 に，仙台の住宅家賃が，札幌に比べて高いことである。このことは第 1 で指摘した東京へ

の近接性の反映であるとも考えられるが，このことも，札幌と比べて仙台への移動を躊躇させ

た理由の 1 つであるかもしれない。 
第 3 に，東日本大震災の後，仙台は急激なオフィス従業員の増加があったので，その反動期と

コロナ期が重なったということもあるかもしれない。 

（2）空室率モデル 
表 2 は，空室率モデルの推定結果も示している。 
さらに表 4 は，空室率モデルの下での，コロナ前後の各都市の生産性の変化を一覧表にして示

している。 

表 4 空室率モデルの都市ダミー変数の係数を抜き出したもの 

 Ⅰ. コロナ禍前（2018–19） Ⅱ. コロナ禍後（2023–24） 変化（□□ − □） 
札幌 0.351 0.518 0.167 
仙台 0.692 0.683 －0.009 
福岡 0.164 0.540 0.376 
巨大都市  0.227 0.227 
（出所）筆者作成。 

 

 
6 これはコロナ禍前の仙台のダミー変数が一番高かったことに反映されている。 
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表 4 から明らかなように，仙台以外の各都市の生産性は向上したが，向上は特に福岡で顕著で

あった。巨大都市の生産性の伸びより，大幅に大きな伸びを示している。一方，仙台の生産性

は低下している。 
なお，表 4が示すように，このモデルでは巨大都市の生産性の伸びは 0.23と基本モデルの場合

より高く，札幌の伸びより高い。 
ただし，福岡と札幌のコロナ禍前のダミー係数の有意度は低いので，この係数の値が 0 であっ

た可能性はある。仮にその場合には，これら 2都市の生産性は，コロナ禍の前後でのパネル Aが

示すより大きく伸びたことになる。その場合は，札幌の生産性の伸びは巨大都市のそれを大き

く上回ることになる。 
一方，仙台の生産性の係数は，コロナ禍の前も後も極めて有意である。この生産性の落ち込

みは，基本モデルにおける仙台の生産性の低下を傍証するものであると言えよう。 

（3）考察 
基本モデルと空室率モデルの分析の結果は，札幌と福岡については，「リモートワークの普

及は地方都市に巨大都市より高い生産性の伸びをもたらす」という仮説と整合的である。ただ

し，仙台については，整合的ではなかった。基本モデルでは，仙台の生産性の伸び率は正では

あったが，巨大都市の生産性の伸び率には及ばなかったし，空室モデルでは，仙台の生産性の

伸びがそもそも負であったことが観察された。ということは，コロナ禍期間中の仙台は，東日

本大震災後のオフィス需要の強力な伸びの時期からの反動期に当たっていたことが，仙台につ

いての例外的な観察に特に強く影響したことを示唆している。 

４．まとめ 

本論文は，コロナ禍の前後を含む期間のデータを利用して，リモートワークが日本の大都市

の集積の利益に対してどのような影響を与えたのかを検討した。具体的には，2001～2024 年ま

での期間における札幌，仙台，東京，名古屋，大阪，および福岡を対象として，パネルデータ

を用いたオフィス賃料関数の実証分析によって，コロナ禍の前後における生産性の変化を検討

した。この分析の結果，次の推定結果が得られた。 
第 1 に，すべての都市で生産性は向上したが，特に札幌と福岡の伸びが大きく，東京などの巨

大都市を上回っていた。 
第 2 に，本分析では，仙台の生産性の伸びが他都市と比べて著しく低く，巨大都市の平均より

も低いことが明らかとなった。これは本稿の発見である。 
その理由としては，次が考えられる。①札幌や福岡では本社との移動コストが高かったため，

リモートワークの普及を機に東京や大阪の本社から地方支店への異動や移住が進み生産性が向

上した。一方，仙台は東京から新幹線で 2 時間以内と近接しており，出張費用も低いため，仙台

支店に異動しなくても東京本社から仙台に出張することがコスト的に可能であった。②東日本

大震災後に仙台ではオフィス従業員が急増し，その反動がコロナ期と重なった。③住宅家賃が

札幌に比べて高く，移住をためらわせる要因となった。これらの要因が複合的に影響し，仙台

の生産性の伸びが他都市に比べて抑制されたと考えられる。 
本研究の主な制約は，十分な数の都市のオフィス市場データを扱うことができなかったこと

である。将来的に十分なデータが得られれば，本稿の分析を様々な方向に拡張できる。例えば，
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中小都市のオフィス市場の分析をすることもできる。さらに，十分な数の都市（クロスセクシ

ョン個体数）が用意できれば，オフィス賃料関数の誤差と集積度の間に存在するかもしれない

相関にも対処でき，オフィス賃料の動学的側面について，十分な分析をおこなうことができる。 
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